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規 則

　北海道税条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年９月27日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第34号
　　　北海道税条例施行規則等の一部を改正する規則
　（北海道税条例施行規則の一部改正）
第１条　北海道税条例施行規則（昭和29年北海道規則第98号）の一部を次のように改正する。
　 　第67条の７第１項の表中「1,000分の11.88」を「1,000分の12.1」に、「1,000分の7.56」
を「1,000分の7.7」に、「1,000分の4.32」を「1,000分の4.4」に改める。
　　附則第27項を附則第29項とする。
　 　附則第26項中「規定」を「規定の適用」に、「同項」を「同項ただし書」に改め、同項
を附則第28項とする。
　附則第25項中「平成33年３月31日」を「令和３年３月31日」に、「第49条の７第２項第
６号」を「同号」に改め、同項を附則第27項とする。
　 　附則第24項中「平成33年３月31日」を「令和３年３月31日」に、「第49条の７第２項第
１号」を「同号」に改め、同項を附則第26項とし、附則第23項を附則第24項とし、同項の
次に次の１項を加える。
　25 　条例附則第８条の５第１項、第３項、第５項又は第６項の規定の適用がある場合にお

ける第68条の３第１項の規定の適用については、同項中「第64条」とあるのは、「附則
第８条の５第１項（同条第３項、第５項又は第６項の規定により読み替えて適用される
場合を含む。）」と読み替えるものとする。

　　附則中第22項を第23項とし、第21項を第22項とする。
　附則第20項中「附則第８条の３」を「附則第８条の３第１項」に改め、「自動車税」の
次に「の種別割」を加え、同項を附則第21項とする。

　 　附則第19項中「附則第８条の３」を「附則第８条の３第１項」に改め、「自動車税」の
次に「の種別割」を加え、同項を附則第20項とし、附則第18項の次に次の１項を加える。

　19 　条例附則第８条の２の10に規定する規則で定めるバスは、その取得に関して地方バス
路線維持のための国又は道の補助を受ける一般乗合用のバス（道の補助を受け、かつ、国
の補助を受けない場合は、道の補助の対象期間においてその経営する一般乗合旅客自動
車運送事業で経常利益を生じていない者が取得したバスに限る。）で、平均乗車密度に１
日当たりの運行回数を乗じて得た数値が10以上150以下であるバス路線の運行の用に供さ
れるものとする。

　　附則に次の３項を加える。
　30 　特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成31年法律第４号。次項に

おいて「特別法人事業税法」という。）第14条第２項又は第３項の規定による納付は、
法人の主たる事務所又は事業所の所在地を所管する総合振興局、振興局又は札幌道税事
務所の長が行うものとする。

　31 　特別法人事業税法第14条第５項の規定による通知は、別記第６号様式に準じて作成し
た通知書により行うものとする。

　32 　次に掲げる事務は、当分の間、札幌道税事務所長が行うものとする。
⑴ 法附則第29条の９第１項の規定により自動車税の環境性能割の賦課徴収の例による
こととされた軽自動車税の環境性能割の賦課徴収
⑵ 法附則第29条の10第１項の規定による軽自動車税の環境性能割の減免に関する事務
⑶ 法附則第29条の11の規定による軽自動車税の環境性能割の申告又は報告の受理
⑷ 法附則第29条の12第２項の規定による軽自動車税の環境性能割に係る地方団体の徴
収金として納付された額の払込み
⑸ 法附則第29条の13の規定により自動車税の環境性能割の還付の例によることとされ
た軽自動車税の環境性能割に係る過誤納金の還付
⑹ 法附則第29条の15第１項の規定による軽自動車税の環境性能割の申告の件数、軽自
動車税の環境性能割額その他必要な事項の報告
⑺ 法附則第29条の15第２項の規定による軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する
書類の閲覧等

　 　附則別記第４号様式中「附則第25項」を「附則第22項」に改め、同様式（表）中「自　
動　車　税　減　免　申　請　書」を「自動車税種別割減免申請書」に、
「 と す る

自動車税

「 と す る
自動車税
種 別 割

　　　　　　　　　を　　　　　　　　に、「自動車税の」を「自動車税種別割の」に改め、

」　　　　　　　　」
　 同様式（裏）記載要領７中「自動車税」を「自動車税種別割」に改め、同様式付表末尾欄
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外注意３の事項及び５の事項中「自動車税」を「自動車税種別割」に改める。
　 　別記第４号様式その２中「法人事業税（外形標準課税）徴収猶予（期間延長）申請書」
を「法人事業税（外形標準課税）・特別法人事業税徴収猶予（期間延長）申請書」に改め、
同様式その２末尾欄外注意４の事項中「事業税」の次に「及び特別法人事業税」を加える。
　　別記第４号様式の２の２その２中
　「 

事業税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

　「 
事業税・特別法人事業税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に、

　「 
所得割額

　 　「 所得割額又は
特別法人事業税　　　　　　　　　」

を　　　　　　　　」に改め、同様式その４中「法人事業税（外形標

　 準課税）徴収猶予（期間延長）通知書」を「法人事業税（外形標準課税）・特別法人事業
税徴収猶予（期間延長）通知書」に改め、同様式その６末尾欄外注意の事項の次に次のよ
うに加える。
　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、徴収猶予の承認通知をするときに使用する場合

は、この様式中「自動車税環境性能割徴収猶予承認通知書」とあるのを「軽自動車
税環境性能割徴収猶予承認通知書」と、「適用を受ける自動車」とあるのを「適用
を受ける軽自動車」と、「登録番号」とあるのを「車両番号」と訂正して使用する
こと。

　　別記第４号様式の２の２その８中
　「 

事業税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

　「 
事業税・特別法人事業税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に、

　「 
所得割額

　 　「 所得割額又は
特別法人事業税　　　　　　　　　」

を　　　　　　　　」に改める。

　　別記第４号様式の４その２末尾欄外注意の事項の次に次のように加える。
　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、徴収猶予の取消通知をするときに使用する場合

は、この様式中「自動車税環境性能割徴収猶予取消通知書」とあるのを「軽自動車
税環境性能割徴収猶予取消通知書」と、「取消しに係る自動車」とあるのを「取消
しに係る軽自動車」と、「登録番号」とあるのを「車両番号」と訂正して使用する
こと。

　　別記第４号様式の４その３中
　「 

事業税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

　「 
事業税・特別法人事業税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に、

　「 
所得割額

　 　「 所得割額又は
特別法人事業税　　　　　　　　　」

を　　　　　　　　」に改める。

　　別記第６号様式の６その１を次のように改める。
　その１　一般用

※税証第　　　号

納税証明書交付請求書

年　　月　　日
北海道知事（　　総合振興局長、　　振興局長、札幌道税事務所長）　様

　　住　　所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　氏　　名（名　称） ㊞

法 人 番 号

 次のとおり、納税証明書の交付を請求します。

証明書の
使用目的

□資格審査請求　　□指定申請　□資金借入申請　□建設業許可申請
□建設業決算報告　□指名願　　□譲渡（自動車）□抹消（自動車）
□資格審査請求（道税に滞納がない証明）　　　　□酒類販売　　　
□公益法人事業報告　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

 

証明事項 税　目 年 度 及 び 区 分 証明書の
請求枚数

□ 納付（納入）
す べ き 額、
納付（納入）
済額及び未
納額

□法人道民税
・・ から

・・ まで

・・ から

・・ まで

・・ から

・・ まで

枚

□法人事業税及び
　特別法人事業税

・・ から

・・ まで

・・ から

・・ まで

・・ から

・・ まで

□個人事業税 年所得分 年所得分 年所得分

□

北 海 道
収入証紙欄
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納額
□法人事業税及び
　特別法人事業税 ・・ まで ・・ まで ・・ まで

□個人事業税 年所得分 年所得分 年所得分

□

□ 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）について滞納がないこ
と。（資格審査請求）
□ 過去２年以内に滞納処分を受けたことがないこと及び道税（個人道
民税及び地方消費税を除く。）について滞納がないこと。（酒類等
の販売業（製造）免許申請）
□ 過去３年以内に滞納処分を受けたことがないこと。（公益法人事業
報告等提出）

□その他

摘　要

注意　１ 　「証明書の使用目的」欄、「証明事項」欄及び「税目」欄は、該当
の□にレを記入してください。

　　　 ２　※の箇所は、記入しないでください。
　　　 ３ 　代理人が請求する場合は、本人の住所（所在地）及び氏名（名称）

と併せて代理人の住所及び氏名を記入し、当該代理人が押印するとと
もに、委任状（原本）を提出してください。

の□にレを記入してください。
　　　 ２　※の箇所は、記入しないでください。
　　　 ３ 　代理人が請求する場合は、本人の住所（所在地）及び氏名（名称）

と併せて代理人の住所及び氏名を記入し、当該代理人が押印するとと
もに、委任状（原本）を提出してください。

　 　別記第14号様式の３その４（表）末尾欄外摘要の事項を同摘要１の事項とし、同摘要に
次の１事項を加える。

　　　　　２ 　軽自動車税環境性能割について、この領収証書を交付するときに使用する場
合は、この様式中「自動車税環境性能割領収証書」とあるのを「軽自動車税環
境性能割領収証書」と、「登録番号」とあるのを「車両番号」と訂正して使用
すること。

　　別記第14号様式の３その５（１葉）末尾欄外に摘要の事項として次のように加える。
　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、領収証書を交付するときに使用する場合は、こ

の様式中「登録番号」とあるのを「車両番号」と、「自動車税環境性能割」と
あるのを「軽自動車税環境性能割」と訂正して使用すること。

　　別記第14号様式の３その５（２葉）末尾欄外に摘要の事項として次のように加える。
　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、収入伝票を交付するときに使用する場合は、こ

の様式中「登録番号」とあるのを「車両番号」と、「自動車税環境性能割」とある
のを「軽自動車税環境性能割」と訂正して使用すること。

　　別記第14号様式の３その５（３葉）末尾欄外に摘要の事項として次のように加える。
　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、領収済通知書を交付するときに使用する場合は、

この様式中「登録番号」とあるのを「車両番号」と、「自動車税環境性能割」とあ
るのを「軽自動車税環境性能割」と訂正して使用すること。

　　別記第21号様式の４を次のように改める。
　別記第21号様式の４（第67条の８関係）

北　海　道　税　収　入　証　紙　表　示　記　録　簿

月

日

証紙
表示
金額
の累
計額

当日表示の

証紙表示金額
誤表示の証紙

道に払い込むべき証紙の代金 指定金融機関に払い込んだ証紙の代金 未払
又は
過払
いの
額

検査
済み
の印自 動 車 税

環境性能割分
自 動 車 税
種 別 割 分

軽自動車税
環境性能割分 計 自 動 車 税

環境性能割分
自 動 車 税
種 別 割 分

軽自動車税
環境性能割分 計

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

・

・

・

・

・
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　　別記第21号様式の６（１葉）中
　「

税 目 自 動 車 税
環境性能割

自 動 車 税
種 別 割

前 

日 

分

税 額 円 円

延滞金額

小 計

本 

日 

分

税 額

延滞金額

小　　計

計

総 額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

・

・

・

・

・

　　備考　本簿は、月末において月計及び累計を記載する。
　　別記第21号様式の５中
　「

環境性能割分

種 別 割 分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

自 動 車 税
環境性能割分
自 動 車 税
種 別 割 分
軽 自 動 車 税
環境性能割分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　別記第21号様式の６（１葉）中
　「

税 目 自 動 車 税
環境性能割

自 動 車 税
種 別 割

前 

日 

分

税 額 円 円

延滞金額

小 計

本 

日 

分

税 額

延滞金額

小　　計

計

総 額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　「
税 目 （軽）自動車税

環境性能割
自 動 車 税
種 別 割

税 額 円 円

延 滞 金 額

小 計

合 計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式（２葉）中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

税 目 自 動 車 税
環境性能割

自 動 車 税
種 別 割

前 

日 

分

税 額 円 円

延滞金額

小 計

本 

日 

分

税 額

延滞金額

小　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

・
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前 

日 

分
延滞金額

小 計

本 

日 

分

税 額

延滞金額

小　　計

計

総 額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

日 

分
延滞金額

小　　計

計

総 額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　「
税 目 （軽）自動車税

環境性能割
自 動 車 税
種 別 割

税 額 円 円

延 滞 金 額

小 計

合 計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式（３葉）中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

税 目 自 動 車 税
環境性能割

自 動 車 税
種 別 割

前 

日 

分

税 額 円 円

延滞金額

小 計

本 

日 

分

税 額

延滞金額

小　　計

計

総 額 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　「
税 目 （軽）自動車税

環境性能割
自 動 車 税
種 別 割

税 額 円 円

延 滞 金 額

小 計

合 計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　　別記第26号様式その１（裏）中
　「

年度 法 人 事 業 税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

　　年度 法 人 事 業 税　　　　特別法人事業税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式その２（表）中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

　　　　　　　　　　　道　　民　　税法　　人　　事　　業　　税　　徴　　収　　原　　簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

　　　　　　　　　　　道　　民　　税法　　人　　事　　業　　税　　徴　　収　　原　　簿
　　　　　特 別 法 人 事 業 税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

事業税
　　「

事業税・特別法人事業税
　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　に、
　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　」
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　「

法
区　　　　　　　　　　　　分

更　　正　　決　　定　　額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額
差引納付すべき税額

（円）
課 税 標 準 額

（円）
税率
（％）

税　　　　額
（円）

課 税 標 準 額
（円）

税率
（％）

税　　　額
（円）

総額 法人税額又は個別帰属法人税額

　「
事　

業　

税

　　「 特
別
法
人
事
業
税

事　
　

業　
　

税

　　　　　　を　　　　　に改める。

　　　　　」　　　　　 」
　 　別記第26号様式その８末尾欄外摘要の事項を同摘要２の事項とし、同摘要に１の事項と
して次の１事項を加える。
　　　　　１ 　軽自動車税環境性能割について、徴収原簿を記載するときに使用する場合は、

この様式中「自動車税環境性能割徴収原簿」とあるのを「軽自動車税環境性能
割徴収原簿」と、「登録番号」とあるのを「車両番号」と訂正して使用するこ
と。

　 　別記第35号様式の24末尾欄外注意１の事項中「地方税」の次に「（特別法人事業税につ
いて交付要求がされている場合は、特別法人事業税を含みます。）」を加える。

　 　別記第35号様式の35末尾欄外注意１の事項中「地方税」の次に「（特別法人事業税につ
いて参加差押えがされている場合は、特別法人事業税を含みます。）」を加える。

　 　別記第35号様式の51その２末尾欄外摘要中２の事項を削り、３の事項を２の事項とし、
４の事項を３の事項とする。

　　別記第48号様式の２（表）中
　「法 人 道 民 税　　更　　　正 　　　　　　　　　　　「法 人 道 民 税　　更　　　正
　　法 人 事 業 税 の 決　　　定 通知書兼納付告知書　を　法 人 事 業 税 の 決　　　定 通知書兼納付告知書　に、
　　地方法人特別税　　加算金決定 　　　　　　　　　」　　特別法人事業税　　加算金決定 　　　　　　　　　」
　「

法

人

道

民

税

区　　　　　　　　　　　　分
更　　正　　決　　定　　額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

課 税 標 準 額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課 税 標 準 額
（円）

税率
（％）

税　　　額
（円）

総額 法人税額又は個別帰属法人税額

本　
　
　
　
　

道　
　
　
　
　

分

法 人 税 割 額　①

道民税の特定寄附金税額控除額等　②

差　 引　 法　 人　 税　 割　 額　③①－②
租税条約の実施に係る法人税　④割額の控除額
既還付請求利子割額が過大で　⑤ある場合の納付額
差引納付すべき法人税割額　⑥③－④＋⑤

Ⓐ

均 等 割 額 /12 /12
Ⓑ

道民税の特定寄
附金税額控除額
等②の内訳

道民税の特定寄附金税額
控除額

外国の法人税等の額の控
除額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額

又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の控除額 利 子 割 額 の 控 除 額

仮装経理に基づく法人税割額の繰越控除額又は

租税条約の実施に係る法人税割額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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　「

法

人

道

民

税

区　　　　　　　　　　　　分
更　　正　　決　　定　　額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

課 税 標 準 額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課 税 標 準 額
（円）

税率
（％）

税　　　額
（円）

総額 法人税額又は個別帰属法人税額

本　
　
　
　
　

道　
　
　
　
　

分

法 人 税 割 額　①

道民税の特定寄附金税額控除額等　②

差　 引　 法　 人　 税　 割　 額　③①－②
租税条約の実施に係る法人税　④割額の控除額
差引納付すべき法人税割額　⑤③－④

Ⓐ

均 等 割 額 /12 /12
Ⓑ

道民税の特定寄
附金税額控除額
等②の内訳

道民税の特定寄附金税額
控除額

外国の法人税等の額の控
除額

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額

又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の控除額

仮装経理に基づく法人税
割額の繰越控除額

租税条約の実施に係る
法人税割額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

地　
　

方　
　

法　
　

人　
　

特　
　

別　
　

税

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額
所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本　
　
　
　

道　
　
　
　

分

所得割に係る地方法人特別税額

収入割に係る地方法人特別税額

合 計 地 方 法 人 特 別 税 額

仮装経理に基づく地方法人特別税
額の控除額等

合　　　　　　　　　　　　 計
Ⓓ

仮装経理に基づ
く地方法人特別
税額の控除額等
の内訳

仮装経理に基づく地方法
人特別税額の控除額

租税条約の実施に係る
地方法人特別税額の控除額

仮装経理に基づく地方法
人特別税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る地方
法人特別税額の繰越控除額
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仮装経理に基づ
く地方法人特別
税額の控除額等
の内訳

仮装経理に基づく地方法
人特別税額の控除額

租税条約の実施に係る
地方法人特別税額の控除額

仮装経理に基づく地方法
人特別税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る地方
法人特別税額の繰越控除額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

加　
　

区　　　　　分 対 象 税 額
（円）

率
（％）

金　　　　額
（円）

過少申告加算金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

利
子
割
額
に
関
す
る
計
算

区　　　　　　　　　　　　分 更 正 額
（円）

既に確定した額
（円）

加　
　
　
　

算　
　
　
　

金

区　　　　　分 対 象 税 額
（円）

率
（％）

金　　　　額
（円）

利 子 割 額（ 控 除 さ れ る べ き 額 ）
過少申告加算金

控 除 し た 金 額

控 除 し き れ な か っ た 金 額
不 申 告 加 算 金

既 に 還 付 を 請 求 し た 利 子 割 額

既還付請求利子割額が過大である場合
の納付額 重 加 算 金

　
　
　

額

計
Ⓔ

納期限
　　　　　年　　月　　日

納付すべき金額
Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ
＋Ⓔ

円

法 人 事 業 税

地方法人特別税

区　　　　　　　　　　　　分
更 正 決 定 額 既 に 納 付 の 確 定 し た 額

差引納付すべき税額
（円）

特　
　

別　
　

法　
　

人　
　

事　
　

業　
　

税

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

課税標準額
（円）

税率
（％）

税　　　　額
（円）

総額
所 　 　 得 　 　 金 　 　 額

収 　 　 入 　 　 金 　 　 額

本　
　
　
　

道　
　
　
　

分

所得割に係る特別法人事業税額

収入割に係る特別法人事業税額

合 計 特 別 法 人 事 業 税 額

仮装経理に基づく特別法人事業税
額の控除額等

合　　　　　　　　　　　　 計
Ⓓ

仮装経理に基づ
く特別法人事業
税額の控除額等
の内訳

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の控除額

租税条約の実施に係る
特別法人事業税額の控除額

仮装経理に基づく特別法
人事業税額の繰越控除額
租税条約の実施に係る特別
法人事業税額の繰越控除額
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※　　　　  整　理　番　号
年　度 番　　号

当初申告（決定）

  年  月  日

取　得　原　因
１．売買　　　２．相続
３．贈与
４．所有権留保解除
５．その他（　　　　　　　　　）

自動車税環境性能割（軽自動車税環境性能割）
修正申告書（更正請求書）　　　
北海道札幌道税事務所長　様　　　

次のとおり修正申告（更正の請求）をします。 年　　月　　日

区　

分

1　修　　正

2　更正請求

（
車
両
番
号
）

登
録
番
号

運 輸 支 局 等 車 種 区 分 か な 番　　　号

納　

税　

義　

務　

者

住　　所
（所在地）

〒　　　　－

ビル、アパート、マンション及び棟室番号

（フリガナ）
氏　　名
（名　称） ㊞
生年月日  　　　　　  年 　  月 　  日

電話番号 　　　　　（　　　　　　　　）

（
旧
車
両
番
号
）

旧
登
録
番
号

運 輸 支 局 等 車 種 区 分 か な 番　　　号 登 録 （ 取 得 ） 年 月 日 初度登録年月（初度検査年月）

  年  月  日 　  年  月

用
途

１．乗用車　２．トラック（貨物）　３．トラック（貨客兼用車）　４．トラック（けん引車）　５．トラック（被けん引車）６．バス（一般乗合用）
７．バス（その他（　　　））　　８．三輪小型　　９．特種用途自動車（　　　）　　10．その他（　　　）　11．バス（一般貸切用）
種　別 営・自区分 車　名（通　称　名） 型　　　　式

１. 普通　２. 小型
３. 三輪　４. 軽

１. 営業用
２. 自家用

乗 車 定 員 最 大 積 載 量 車 両 重 量 車両総重量 車　台　番　号 類別区分番号

人（　　 人） kg（　　　 kg） kg kg

　

※
印
は
記
載
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

総排気量又は定格出力 燃 料 の 種 類
１ 
kw １. ガソリン　　２. 軽油　　３. その他（　　　　　）

主たる定置場　※（　　）内は旧主たる定置場所在の市町村名を記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　）
所　　有　　の　　形　　態

１．自己所有　　　　２．所有権留保　　　　３．商品車　　　　４．リース車
５．譲渡担保 ６．その他（ ）

通
常
の

車両本体 0 0 0  
円

付 加 物 0 0 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

加　
　
　
　

算　
　
　
　

金

区　　　　　分 対 象 税 額
（円）

率
（％）

金　　　　額
（円）

過少申告加算金

不 申 告 加 算 金

重 加 算 金
　
　
　

額

計
Ⓔ

納期限
　　　　　年　　月　　日

納付すべき金額
Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ
＋Ⓔ

円

法 人 事 業 税

特別法人事業税

　改める。
　 　別記第49号様式の２その１中「事業税申告納付期限承認通知書」を「事業税・特別法人
事業税申告納付期限承認通知書」に改め、同様式その１末尾欄外注意１の事項中「事業税」
の次に「及び特別法人事業税」を加え、同様式その２中「事業税申告納付期限不承認通知
書」を「事業税・特別法人事業税申告納付期限不承認通知書」に改める。
　　別記第49号様式の５その１中

　「
事　　業　　税 有　　年　　月　　日 の事業年度から　　月間　　　　　　　 無　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を

　「 事　　業　　税 有　　年　　月　　日 の事業年度から　　月間特別法人事業税 無　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に改める。

　　別記第67号様式の２を次のように改める。

　別記第67号様式の２（第16条の４の２、第66条の６関係）
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　　別記第68号様式の２中
　「　　　　　　　　　納 税 義 務 免 除
　　自動車税環境性能割納税義務免除予定申請（申告）書　を
　　　　　　　　　　　還　　　　　　付　　　　　　　」
　「　　　　　　　　　納 税 義 務 免 除
　　

自動車税環境性能割
納税義務免除予定申請（申告）書　に、

　　
軽自動車税環境性能割

還　　　　　　付　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

適用を受け
ようとする
自動車

　　「

適用を受け
ようとする
自動車又は
軽 自 動 車

　「
登録番号

　　「
登録番号
（車両番号）　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　」　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」

　　別記第68号様式の２中
　「　　　　　　　　　納 税 義 務 免 除
　　自動車税環境性能割納税義務免除予定申請（申告）書　を
　　　　　　　　　　　還　　　　　　付　　　　　　　」
　「　　　　　　　　　納 税 義 務 免 除
　　

自動車税環境性能割
納税義務免除予定申請（申告）書　に、

　　
軽自動車税環境性能割

還　　　　　　付　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

適用を受け
ようとする
自動車

　　「

適用を受け
ようとする
自動車又は
軽 自 動 車

　「
登録番号

　　「
登録番号
（車両番号）　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　」　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」

　「
普　通

小　型

　　「
普　通

小　型

軽　自

　　　　　　　を　　　　　　に、「自動車税環境性能割の」を「自動車税環境性能割（軽

　　　　　　」　　　　　　」
　自動車税環境性能割）の」に改める。
　　別記第68号様式の３中
　「

普　通

小　型

　　「
普　通

小　型

軽　自

　　　　　　　を　　　　　　に改め、同様式末尾欄外に摘要の事項として次のように加え

　　　　　　」　　　　　　」

税　

額　

計　

算

区　分 課　税　標　準　額 税　率 税　　　　　額 中　古　車　の　状　況

基準価額 円
正　　当
（更正後）

① ②

0 0

円

0 /100 0

円

0
営業経歴

当　　初
（更正前）

③ ④ 経過年数
0 0 0 /100 0 0 残 価 率 ％

差 引 き
（減額対象額）

①－③ ②－④

0 0 0 0 0 残存価額 円

※摘要 消（受付）印

取扱者

　証　　紙　　表　　示　　欄

※照合印

納　

税　

義　

務　

者

住　　所
（所在地） ビル、アパート、マンション及び棟室番号

（フリガナ）
氏　　名
（名　称） ㊞
生年月日  　　　　　  年 　  月 　  日

電話番号 　　　　　（　　　　　　　　）

所　

有　

者

住　　所
（所在地）
（フリガナ）
氏　　名
（名　称）

使　

用　

者

住　　所
（所在地）
（フリガナ）
氏　　名
（名　称）

旧
所
有
者

住　　所
（所在地）

氏　　名
（名　称）

旧
使
用
者

住　　所
（所在地）

氏　　名
（名　称）

修正又は更
正の請求の
理　　　由

更正の請求
を す る に
至った事情

１. 普通　２. 小型
３. 三輪　４. 軽

１. 営業用
２. 自家用

乗 車 定 員 最 大 積 載 量 車 両 重 量 車両総重量 車　台　番　号 類別区分番号

人（　　 人） kg（　　　 kg） kg kg

で
く
だ
さ
い
。

総排気量又は定格出力 燃 料 の 種 類
１ 
kw １. ガソリン　　２. 軽油　　３. その他（　　　　　）

主たる定置場　※（　　）内は旧主たる定置場所在の市町村名を記入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　）
所　　有　　の　　形　　態

１．自己所有　　　　２．所有権留保　　　　３．商品車　　　　４．リース車
５．譲渡担保　　　　６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当
該
申
告
に
関
わ
る
者　
　
　
　

修
正
申
告
・
更
正
請
求
者
以
外
に

住　　所
（所在地）

氏　　名
（名　称）

電話番号 　　　　　（　　　　　　　　）

通
常
の
取
得
価
額

車両本体 0 0 0 
円

付 加 物 0 0 0

付 加 物
の 内 訳

（品名） （価額）

円

バリアフリー、ASV特例 受　・　否
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　　別記第68号様式の３中
　「

普　通

小　型

　　「
普　通

小　型

軽　自

　　　　　　　を　　　　　　に改め、同様式末尾欄外に摘要の事項として次のように加

　　　　　　」　　　　　　」

適用を受け
ようとする
自動車

適用を受け
ようとする
自動車又は
軽 自 動 車

　
「
登録番号

　　
「
登録番号
（車両番号）　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　
」
　　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」

　「
適　

用　

を　

受　

け　

よ　

う　

と　

す　

る　

自　

動　

車

　　「
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
自
動
車
又
は
軽
自
動
車

　　　　　　　　　　　「
登録番号

   　「
登録番号
（車両番号）　　　　 を 　　　に、　　　　　 を　　　　　 に、

　　　　　　　　　　　　　　　 」　　　　　 」

　　　 」　　　 」

　る。
　　　摘要 　軽自動車税環境性能割について、納税義務を免除したことを通知するときに使

用する場合は、この様式中「自動車税環境性能割納税義務免除通知書」とあるの
を「軽自動車税環境性能割納税義務免除通知書」と、「登録番号」とあるのを「車
両番号」と、「自動車税環境性能割」とあるのを「軽自動車税環境性能割」と訂
正して使用すること。

　　別記第68号様式の４中
　「自動車税環境性能割納税義務免除申請書」を
　「自動車税環境性能割

納税義務免除申請書
　　軽自動車税環境性能割　　　　　　　　　」

に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

適用を受け
ようとする
自動車

　　「

適用を受け
ようとする
自動車又は
軽 自 動 車

　
「
登録番号

　　
「
登録番号
（車両番号）　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　に、　　　　　　　　を　　　　　　　　に、

　　　　　　　　　
」
　　　　　　　　　

」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」

　「
普　通

小　型

　　「
普　通

小　型

軽　自

　　　　　　　を　　　　　　に、「自動車税環境性能割の」を「自動車税環境性能割（軽

　　　　　　」　　　　　　」
　自動車税環境性能割）の」に改める。
　　別記第68号様式の５（表）中
　「

納付場所　　　北海道指定（収納代理）
金融機関・北海道収入取
扱員・道内郵便局　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「

納付場所
北海道指定（収納代理）金融機関・
北海道収入取扱員・道内郵便局・
北海道税の収納を取り扱うコンビニエンスストア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、同様式（表）末尾欄外摘要の事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　を同摘要２の事項とし、同摘要に次の１事項を加える。

　　別記第70号様式その１（表）中
　「

自動車税
環境性能割・課税免除

申請書
　　　　　　種　別　割　減　　免　　　」

を

　「
自動車税

環境性能割
・
軽自動車税

・
課税免除

申請書
　　　　　　種　別　割　環境性能割　減　　免　　　」

に、

　 「自動車税環境性能割（種別割）の」を「自動車税環境性能割（自動車税種別割、軽自動
車税環境性能割）の」に、
　「

適　

用　

を　

受　

け　

よ　

う　

と　

　　「
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
自
動

　　　　　　　　　　　「
登録番号

   　「
登録番号
（車両番号）　　　　 を 　　　に、　　　　　 を　　　　　 に、

　　　　　　　　　　　　　　　 」　　　　　 」

　　摘要　１ 　軽自動車税環境性能割について、通知及び告知をするときに使用する場合は、この様式中「自動車税環境性能割」
とあるのを「軽自動車税環境性能割」と、「登録番号」とあるのを「車両番号」と訂正して使用すること。

　「
普通 ・ 小型

   　「
普通 ・ 小型 ・ 軽自　　　　　　　　　を　　　　　　　　 に、

　　　　　　　　  」　　　　　　　　」
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　「
け
て
い
る
自
動
車

既
に
減
免
を
受

　　「 自
動
車
又
は
軽
自
動
車

既
に
減
免
を
受
け
て
い
る

　　　　 を　　　 に改める。

　　　 」　　　 」
　　別記第70号様式その２中
　「

自動車税
環境性能割

減免申請書
　
を
「
自動車税

環境性能割
・
軽自動車税

減免申請書
 
に、

　　　　　　種　別　割　　　　　」　　　　　　種　別　割　環境性能割　　　　　」
　「

登録番号
　　「

登録番号（車両番号）　　　　　　　　　　　　 を　　　　　　　　  に、　　　　　　　　　   」　　　　　　　　　  」
　「

減免を受けようとす

る自動車

　    「

減免を受けようとす

る自動車又は軽自動車
　　　　　　　　　  を　　　　　　　　  に、

　　　　　　　　   」　　　　　　　　  」
　「

普　 通

小　 型

　　「
普　 通

小　 型

軽　 自

　　　　　　 を　　　　　に、

　　　　　   」　　　　　    」
　「

自動車税
環境性能割　

を
「
自動車税

環境性能割
・
軽自動車税　

に改める。
　　　　　　種　別　割」　　　　　　種　別　割　環境性能割」
第２条　北海道税条例施行規則の一部を次のように改正する。
　　附則第24項中「又は第４項」を「、第４項又は第５項」に改める。
　　附則第25項中「、第３項」を「又は第３項」に改め、「、第５項又は第６項」を削る。
　（北海道税条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正）
第 ３条　北海道税条例施行規則の一部を改正する規則（平成29年北海道規則第49号）の一部
を次のように改正する。
　 　第２条のうち、北海道税条例施行規則別記第４号様式の２の２その３の改正規定中「同
様式その３」を「同様式その４」に改め、同様式その５の改正規定中「同様式その５」を

「同様式その６」に改め、同様式その７の改正規定中「同様式その７」を「同様式その８」
に改め、同規則別記第６号様式の７の改正規定中「改め、同様式その６中「自動車税用」
を「自動車税種別割用」に、「自動車税納税証明書」を「自動車税種別割納税証明書」に、
「自動車税に」を「自動車税種別割に」に」を削り、同規則別記第35号様式の24の改正規
定及び別記第35号様式の35の改正規定中「注意の事項」を「注意１の事項」に改め、同規
則別記第35号様式の51末尾欄外摘要の改正規定中「別記第35号様式の51」を「別記第35号
様式の51その１」に改め、同規則別記第35号様式の51の２末尾欄外摘要の事項を削る改正
規定中「摘要の事項」を「摘要３の事項」に改める。

　　附則第１項ただし書中「平成31年10月１日」を「令和元年10月１日」に改める。
　　附則第３項中「その３及びその７」を「その４及びその８」に改める。
　　　附　則
　（施行期日）
１ 　この規則は、令和元年10月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該
各号に定める日から施行する。

　⑴　第３条の規定　公布の日
　⑵　第２条の規定　令和３年４月１日
　（経過措置）
２ 　第１条の規定による改正後の北海道税条例施行規則（以下「新規則」という。）第67条
の７第１項の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に指定金融機
関（収納代理金融機関を含む。）に払い込まれた北海道税収入証紙の売りさばき代金（施
行日以後の売りさばきに係るものに限る。）に係る売りさばき手数料から適用する。

３ 　この規則の施行の際現に第１条の規定による改正前の北海道税条例施行規則（以下「旧
規則」という。）の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、新規則の
規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

４ 　施行日前に開始した事業年度に係る法人の事業税と併せて賦課され、又は申告される旧
地方法人特別税（地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附則第31
条第２項に規定する旧地方法人特別税をいう。）については、旧規則別記第48号様式の２
の規定は、なおその効力を有する。
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